
※ 管理形態欄には、直営・管理委託・指定管理者の別を記入

２．現指定管理者の概要【施設所管課記入】

３．施設の概要【施設所管課記入】

期　　　　　             間 管理形態 指定管理者（管理受託者）の名称 摘 要

平成１８年　４月 　～　 平成２３年　３月 指定管理者

指 定 管 理 者 の 名 称 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

施 設 所 管 部 課 （ 室 ） 宮城県保健福祉部障害福祉課

（様式第１号）

指定管理者制度導入施設の管理運営に関する評価票（評価対象年度：令和６年度）

施 設 の 名 称 宮城県船形の郷

１．当該施設の管理形態の推移【施設所管課記入】

指定管理者 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

　　　　　　　　 　　　～ 　平成１８年　３月 管理委託 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

所在地 仙台市青葉区堤通雨宮町4番17号

平成２３年　４月 　～　 平成２８年　３月 指定管理者 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

指 定 管 理 者 の 名 称
名  称

平成２８年　４月 　～　 令和　３年　３月

施 設 の 名 称 宮城県船形の郷

所 在 地 黒川郡大和町吉田字上童子沢２１

指 定 期 間 令和６年４月 　～　 令和１１年３月　（　５か年）

募 集 方 法 　■　公募　　□　非公募

開 館 （ 所 ） 日 通年

開 館 （ 所 ） 時 間 　午前　　時　　分　～　午後　　時　　分

設 置 目 的
知的障害者の程度が著しい等のため、独立自活の困難な心身障害者を入所させて、適切な保
護、医療、生活指導、機能回復訓練、地域生活移行に向けた訓練を行う。

施 設 の 内 容

敷 地 面 積 ４９１，０５９．９５㎡

指 定 管 理 者 が 行 う
業 務 の 範 囲

（１）施設運営の基本的事項　（２）施設の管理運営体制の整備　（３）内部チェック体制　（４）建
物・設備等の保守管理　（５）利用者の生活環境等の確保　（６）苦情解決体制の整備　（７）自
己評価及び自己点検体制の整備　（８）職員の確保と職員の資質向上　（９）事故発生時の体
制の整備　（１０）防災防火体制の整備・充実　（１１）施設利用者処遇等

利 用 料 金 制
採 用 の 有 無 　□　有　　■　無

令和　３年　４月 　～　 令和　６年　３月 指定管理者 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

令和　６年　４月 　～　 令和１１年　３月 指定管理者 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

内 容 管理棟、体育館、活動棟、居住棟他

構 造 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、他非木造

設 置 年 月 昭和４８年　８月

根 拠 条 例 等 障害者支援施設等条例



４．施設利用実績【施設所管課記入（太枠内は指定管理者記入）】

 (1) 開館（所）日数及び利用者数

日 日 日

人 人 人

※ 対象施設が複数ある場合は施設ごとに記入

 (2) 延べ利用者数の内訳

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

５．管理運営収支実績【施設所管課記入（太枠内は指定管理者記入）】

 (1) 収入

 (2) 支出

 (3) 収支

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

366 365

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和6年度）

(A)

前　年　度
（令和5年度）

(B)

評価対象年度
（令和6年度）

(C)

100.0% 99.7%

延べ利用者数 162,453 132,259 128,359 79.0% 97.1%

開館（所）日数 365

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和6年度）

(A)

前　年　度
（令和5年度）

(B)

評価対象年度
（令和6年度）

(C)

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

81.8% 98.5%

施設入所支援 88,695 74,463 73,024

短期入所 5,475 1,886 1,900

82.3% 98.1%

生活介護 63,423 52,660 51,894

34.7% 100.7%

就労継続支援B型 4,860 3,250 1,541 31.7% 47.4%

#DIV/0! #DIV/0!

合　　　　計 162,453 132,259 128,359 79.0% 97.1%

（単位：千円、％）

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和6年度）

(A)

前　年　度
（令和5年度）

(B)

評価対象年度
（令和6年度）

(C)

- -

県指定管理料 1,773,409 1,503,204 1,649,900

その他 0 0 0

93.0% 109.8%

利用料金収入 0 0 0

1,090,836 1,058,382

- -

収 入 計　(ａ) 1,773,409 1,503,204 1,649,900 93.0% 109.8%

86.2% -

施設管理費 112,553 69,408 82,532 73.3% 118.9%

人件費 1,227,397

116.5% 143.3%

事業運営費 346,503 240,329 280,168

支 出 計　(ｂ) 1,773,409 1,471,302 1,522,411

80.9% 116.6%

その他 86,956 70,729 101,329

146,280 178,182

85.8% 103.5%

収    支  (ｃ)=(ａ)-(ｂ) 0 31,902 127,489 - -

100.0% 121.8%

次期繰越収支差額 178,182 178,182 305,671 171.5% 171.5%

前期繰越収支差額 178,182

　※　自主事業を実施している場合は、上記に準じて、自主事業の収支実績を別掲



６．評価対象年度（令和6年度）の管理運営評価【指定管理者・施設所管課記入】

評価 評価

170 人 28 人

B

事業実績
【指定管理者記入】

指定管理者の自己評価
【指定管理者記入】

県の評価
【施設所管課記入】

指定管理に関する委託契約に基づき、消防
設備等の25種類の業務について保守点検
等を行い施設の建物、設備等の適切な保
守管理に努めました。

　自主点検　毎月1回実施

業務委託により、清掃による清潔な住環
境、電気・設備保守による所内インフラの整
備、植栽・芝生管理による環境の美化等、
年間サイクルでの施設管理を実施しました。
また、定期的に水道、電気の検針を行い、
設備異常の早期発見に努めています。

A

　委託契約による住環境の整備や専門点
検に加え、職員による日常点検を実施する
など、適正な保守管理が行われている。

A

　宮城県社会福祉協議会の経営理念及び
運営目標に基づき運営の基本方針及び事
業計画を策定しています。また、必要職員
数を確保し、諸規程に基づき必要な帳簿を
備え、適正な施設運営を実施するとともに、
職員の人材育成に努めました。

研修実績
１　施設内研修　ojt 9人　offjt 397人
２　法人研修　　　42件　299人
３　外部研修　　　19件　34人
４　各種資格取得　  3件　 4人

【利用実績】
１　施設入所支援/生活介護　定員243人
　　入所支援　 延73,024人
　　生活介護　 延51,894人
２　就労継続支援Ｂ型
　　定員20人   延1,541人
３　短期入所事業
　　実52人　　延1,900人
・家族対応困難等の緊急一時的受入　実4
人
・他施設で受入れ困難時における一時的受
入　実12人
・相談支援事業所、家族等からの相談
　受付及び事業協力連携　272件
４　地域移行　実1人
５　実習生等の受入れ
・保育士実習　実1人
・社会福祉援助技術現場実習  実1人
・介護体験等実習　実1人
・給食管理実習　実2人
・施設見学　実2回
・講師派遣　実8件　延17人

　ノーマライゼーションの理念及び障害者総
合支援法に基づき、本人主体の個別支援
計画による地域生活移行の推進と利用者
のより豊かな生活の実現に努めました。

１　施設入所支援では、年度事業計画に基
づく利用人数に対し、利用実績が82.3％で
した。

２　就労継続支援Ｂ型は、地域で暮らす障
害者の就労と雇用の拡大を目指した支援を
しました。また、利用者個々のライフステー
ジに応じた福祉サービス等へ移行するため
に、他サービスに対する理解を図り、利用者
にとって最適な選択ができるよう支援しまし
た。

３　バックアップ機能として、家族対応困難
等の緊急一時的受入れを行っています。他
施設で受入れ困難な方の相談の受付から
実利用までを他機関と連携しながらスムー
ズな利用につなげています。緊急性等での
必要時には入所での受入れも行っていま
す。

４　利用者1人がグループホームへ移行して
います。

５　県内の福祉人材育成のため、実習生の
受入れを感染症対策に配慮した上で実施し
ました。また、船形の郷職員を研修講師とし
て派遣することで職員の人材育成や施設機
能の推進に努めました。

　法人の経営理念及び運営目標に基づき、
運営の基本方針及び事業計画を策定する
とともに、諸規程に基づき必要な帳簿等を
作成し、適正な施設運営を行いました。　ま
た、県配置基準に基づく必要職員数及び有
資格者の確保・配置に努めました。更に、実
習生やボランティア等の受け入れ、各種研
修会への講師派遣各種資格取得の奨励等
人材育成にも努めました。
　人材確保の取組みとして、法人で正規職
員の採用試験3回の実施、職場説明会の
開催、就活サイトの活用を行うとともに、施設
では臨時職員の確保のために、求人情報の
ポスティングやハローワークと連携した見学
会、派遣職員の活用等を行いました。
　年度協定人員配置計画に基づく職員配
置は令和7年3月31日時点で、正規職員
170人（97.7％）、臨時職員28人
（68.2％）、合計198人（92％）でした。

A

　人員体制については、求人等の努力によ
り正規職員の配置を概ね達成したが、臨時
職員については年間を通して人員配置が欠
如した。令和６年度から施設の全面供用が
開始されており、支援の充実化に向け今後
も人員確保の取組が求められる。
　人材育成については、施設内研修や法人
研修の受講者が前年度と比較し倍以上に
増えるなどセンター機能強化に向け重点化
して取り組んでいる。

A

B利用実績

項　　目

管理運営体制

人員体制

施設・設備の維
持管理業務の

実施

運営業務（ソフ
ト事業等）の実

施

　法人の経理規則に基づき、会計・経理事
務を適正に執行しました。

　新型コロナウイルス感染症への対応や電
気料金の高騰などの影響はあったものの、
概ね適切に執行されている。

　新規利用に対し強度行動障害支援を手
厚くする必要があるなどの理由により利用者
数の目標には達しなかったものの、緊急一
時的受入れや他施設で受け入れ困難な重
度・最重度の知的障害者等の受入れに対
応しており、セーフティネット機能を果たして
いる。

B

正規 非正規

　上記「４．施設利用実績」のとおり

A

主
な
視
点

経
済
性

効
率
性

収支実績

　上記「５．管理運営収支実績」のとおり

A

有
効
性

　入所申込みは随時受付け、施設入所支
援利用者の入所判定会議を年2回開催し、
公平な審議を行いました。欠員（地域生活
移行・死亡等）が生じたときは優先順位及び
緊急性を基に入所調整しました。
　また、啓佑学園及び第二啓佑学園学園か
らの受入れを計画的に行い、3人が入所と
なりました。
　生活支援第四部の開設に伴い、利用者の
再編成を行い、計画的な入所に取り組みま
した。

B

　利用者の高齢化等の影響もあり就労継続
支援B型及び短期入所については対計画比
3割程度の利用実績となった。
　施設入所及び生活介護については対計
画比８割程度の実績となっているものの、強
度行動障害支援を手厚くする必要等から前
年度度実績を下回っており、利用者数の増
加に向けた工夫が望まれる。



評価 評価

１　利用者サービスの向上のため、法人とし
てワーキング部会を設置し、利用者の権利
擁護・リスク管理等を推進しました。

２　個々人のニーズに基づき支援することで
生活の質の向上を図りました。

３　広報誌の発行  年2回1,400部（各部・セ
ンター等部署15回）

４　ホームページでなんでも相談結果、概要
及び福祉サービス評価の改善計画等を公
表しました。

５　行動障害を有する方への支援体制の構
築及び支援力の向上に向けて、研修会の
受講及び内部研修を実施しました。
・内部研修（フレームワーク）　4回　51人
・強度行動障害支援者養成研修
　基礎17人、実践17人　計34人
・利用者受入に伴う現任研修　3回　6人
・支援手順書作成　124人
・外部アドバイザーからの助言　5回　65人

６　リハビリテーション支援部を新設し、理学
療法士・作業療法士による身体機能評価の
実施及び評価に基づく、リハビリテーションを
提供しました。また、車椅子等の補装具につ
いて適合性や管理状況の確認を行っていま
す。
・リハビリテーション実施　32人
・車椅子作製支援　11人、修理支援　6人
・車椅子の定期点検・清掃　82台

A

　施設の利用については、平等性を確保す
るために、対象者、家族（身元引き受け
人）、相談事業所及び関係自冶体等との打
ち合わせを経て第三者委員を含めた入所
判定会議を開催し、適正に利用の可否を決
定しました。

　法人の情報公開規程に基づき、運営規程
の掲示、広報誌ホームページ等を活用し施
設概要、事業の掲載等県民や障害を持つ
本人・家族に対し広く情報の提供に努めまし
た。
　家族対応困難等の事情がある緊急を要す
る短期利用の相談対応や受入れに当たっ
て家族を交えた関係者の支援会議に参加し
ました。また、黒川地区自立支援協議会へ
の参加、短期入所等のサービス利用に伴う
支援会議への参加等、支援ネットワークの
構築を図りました。
　第三者委員を加えた入所判定会議を開
催することで透明性を図りました

A

A

１　部長との懇談会や自治会等で利用者の
声を把握し、希望要望に応えられるように対
応しました。
・利用者の声　359件
・部長との懇談会　計34回　延336人参加

２　なんでも相談　2件

利用者や家族等からの苦情、なんでも相談
の受付システムを明確にし、「利用者の声」
に対する対応や改善に取り組みました。
１　利用者や家族等からの苦情、相談の責
任者・受付担当者・第三者委員を配置・明
示しました。

２　苦情受付に関するパンフレットを掲示し、
苦情受付のシステムを明確にしました。

３　利用者の声については、日中活動や日
常生活の中で聞き取りを行い、適宜反映し
ました。

４　第三者委員による苦情相談窓口を開設
し相談しやすい環境整備に努めました。

５　不適切な対応に係る通報等に対し、事
実の把握に努めました。

A

　相談会の開催や第三者委員の配置等、
苦情や要望に対する体制が整備されてい
る。また、利用者の要望について、意思の表
明が難しい利用者についても支援の中で聞
き取りを行い、実現可能なものは、日中活動
及び余暇活動の中で、実際の取り組みに反
映させるよう努めている。

A

利用者サービ
スの向上

利用者の苦
情、要望等の

把握とその反映

1　利用者サービス向上のため、年度事業
計画及び各係の年間計画に基づき、随時
状況確認と実施に向けた進捗管理を行って
います。また、必要に応じ計画の見直し等を
行いました。

２　個別支援計画書は、6か月毎に中間評
価と利用者本人の状況に応じて計画の見直
しを行い、支援の質の向上に努めました。

３、４　機関紙の発行や、なんでも相談、福
祉サービス評価結果をホームページに公開
し、情報の提供と施設の透明性の確保に努
めました。

５　現利用者の約5割が何らかの行動障害
を有しているため、それらへの対応及びセー
フティネット機能の発揮に向けた体制構築と
して、強度行動障害者への支援力向上に
取り組みました。
　令和5年度福祉QCサークル活動のテーマ
として、強度行動障害支援に取り組み、令
和6年度福祉QC全国発表大会で優秀賞を
受賞しました。

６　専門職配置により、リハビリテーション支
援体制を整備し、障害の重度化・高齢化に
伴う、身体・認知機能に配慮した、生活状
況の維持・改善の取り組みを進めました。

A

１　総合防災訓練の実施　3回
・その他日中・夜間訓練の実施 各部署　延
46回
・安否確認システム等通信訓練　2回

２　事故防止に向け、誤薬ゼロ作戦の展開
や、各種事故の内容についてSHELモデルに
よる要因解析を行って減少に努めるととも
に、事故防止に取り組みました。

３　所在不明捜索マニュアルの見直し、捜
索訓練の実施　１回

４　原子力防災研修の開催　１回

１　法人の危機管理計画及び消防計画を
策定し、防災体制の整備・充実を図るととも
に、年3回の総合防災訓練を実施しました。
　安全対策として、業者による消防防災設
備等の点検を定期的に行いました。また、
緊急時対応マニュアルの配布と震災等災
害時対応研修による危機意識の啓発を行う
とともに、非常時の備えとして5日分の非常
用備蓄を常備しています。
　感染症について、法人として定めた対応方
針をもとに、感染予防策を徹底しました。

２、３　法人の危機管理計画に基づく対応を
行いました。また、法人リスクマネジメント規
程に基づき事故防止に取り組みました。

４　原子力防災研修を開催し、原子力災害
の基本的知識や避難計画等について学び
共通認識を図りました。また、協定締結法人
と連携体制を確認しました。

A

  入所希望者がいる場合には、事業所や関
係自治体との打合せを行い、保護の必要
性・緊急性が高い利用者を優先的に入所さ
せる方策を実施しており、第三者委員を含
めた入所判定会議を開催し県民の平等利
用に対する配慮がなされている。

　ワーキング部会による利用者サービスの向
上や、広報誌・ホームページ等による情報
提供と施設の透明性の確保に努めている。
　研修や外部アドバイザーの活用等により行
動障害を有する利用者への支援力向上に
取り組んでいる。
　リハビリテーション支援部を新設し、リハビリ
テーション支援等によりサービス向上に勤め
ている。

A
県民の平等利

用

安全対策

　危機管理計画及び消防計画に基づき、定
期的に防災訓練等を行い、利用者の安全
対策等に取り組んでいる。
　感染症については、法人で定めた対応方
針に基づき、感染拡大防止対策が図られて
いる。
　なお、解体工事等に伴い建設業者とも調
整し、敷地内での事故防止に努めている。

そ
の
他

有
効
性

項　　　　目
事業実績

【指定管理者記入】
指定管理者の自己評価

【指定管理者記入】
県の評価

【施設所管課記入】

主
な
視
点



評価 評価

A

自主事業の実
施

主
な
視
点

事業実績
【指定管理者記入】

指定管理者の自己評価
【指定管理者記入】

　　

　「宮城県社会福祉協議会個人情報・特定
個人情報保護規程」に基づき、会議や施設
内にプライバシーポリシーを掲示すること等
で個人情報の適正な管理に努めました。ま
た、同規定に基づき個人情報管理責任者
を施設長と定めています。

　法人の個人情報保護規程に基づき、パソ
コンのパスワード更新や公文書の外部持ち
出し時は管理簿で管理しました。

　法人で定めている規定に基づき、個人情
報の保管・管理が徹底され、他者が当該情
報を閲覧できないように対策がされている。

A

１　利用料の徴収実績
（１）利用料     115,164,596円
（２）給付費　1,015,054,333円
      合   計  1,130,204,109円

２　新型コロナウイルス感染症の流行により
地域住民・団体等のボランティアの受入れ
は少なくなりました。段階的にボランティア受
け入れを再開し、次年度からの新たなボラン
ティア団体の受け入れに向けて関係機関と
調整しています。

３　他施設での受入れ困難や家族対応困
難な方の当所への相談が多く、スムーズな
利用につなげるため,短期利用者の受入れ
等に関して、関係機関と連携しています。

４　みやぎe行動宣言に基づく環境配慮の推
進を図るとともに地球温暖化防止の取組を
実施しました。

５　日頃提供している事業やサービスを見直
し、具体的に改善に取り組むことにより事業
所としてのサービスの質の向上を図るため、
職員による自己評価(サービス評価)を実施
しました。

６　自閉スペクトラム症の特性及び支援方
法について理解を深めるため、福祉セミナー
の開催及び強度行動障害支援者実地研修
を実施しました。
・福祉セミナー法人内参加者　47人
　外部団体からの参加　55人
・強度行動障害支援者実地研修　1回1人

７　障害者就労施設等からの物品等調達
　　2事業所　6件　計272,300円

　１ 利用料の徴収事務は専任の担当者を
配置し、援護の実施者等関係機関との連絡
調整を図り適正に処理しました。

２　地域住民との連携については、これまで
行ってきた、総合防災訓練、地域老人クラ
ブとの交流等はできませんでした。招待行事
への参加など、児童館との交流は再開して
おり、他団体との交流についても次年度以
降の実施に向け、連絡等を継続して行いま
した。なお、近隣小学校等の除草作業等の
ボランティアは状況を見ながら実施しまし
た。

３　関係機関との連携については、緊急を要
する短期利用者の受け入れ等に関して、民
間施設や市町村、相談支援事業所等と協
議・検討するなど連携を図りました。

４　環境配慮の取組として再生紙の購入や
使用済み用紙の裏面の再利用、こまめな電
気の消灯による電気代の節減に努めるとと
もに、エコドライブに努めるなど、環境配慮の
推進を図りました。

５　職員による自己評価(サービス評価)の結
果に基づき是正改善を行うなど適正な施設
運営に努めました。

６ 自閉スペクトラム症について理解を深める
ため、福祉セミナーを開催しました。また、民
間法人の障害福祉施設職員を受け入れ、
支援が難しい知的障害者への支援技術の
習得を支援しています。

７　障害者就労施設等から優先して物品等
を調達するように努め、2事業所から約27万
円分の事務用品や食材を調達しました。

A

　徴収事務を適切に行っている。
　新型コロナウイルス感染症の影響で、例年
のように地域老人クラブや児童館と交流を
行うことはできなかったものの、ボランティア
活動を実施すほか、次年度以降の実施に
向け関係機関との連絡を継続して行う等、
地域との繋がりがなくならないように努めてい
る。
　外部団体も対象に含めて福祉セミナーを
実施しており、コーディネート機能の役割を
果たすべく取り組んでいる。

県の評価
【施設所管課記入】

A

A総　合　評　価

　指定管理施設として適切に事業運営する
とともに、センター機能の発揮に努めました。
　利用者の加齢や障害の重度化に対する
施設内の支援力の向上及び利用者の生活
の質の向上を図るため、人材育成に取り組
みました。また、リハビリテーション支援の取
組を進めました。
　併せて、家庭・地域生活及び民間施設で
は対応困難な利用者の受入れを行い、セー
フティネットの機能の発揮に努めました。
　緊急性が高く特別な支援を必要とする
ケースの緊急一時的受入れを行いました。
また、災害発生時の緊急受入れ時に備えた
連携に取り組み、バックアップ機能の発揮に
努めました。
　感染症の感染予防及び蔓延防止を徹底
し、施設機能の維持を最優先に事業を実施
しました。また、福祉セミナー及び強度行動
障害支援者実地研修を行い、民間施設の
支援力強化に向けた人材育成を行うコー
ディネート機能の発揮に向けて取り組みまし
た。

A

　船形の郷に求められるセンター機能（セー
フティネット機能、バックアップ機能、コーディ
ネート機能）の充実感に向け、人材育成や
強度行動障害を有する障害者の支援等に
努め、適切な施設運営を行っている。
　介護研修センターと一体で施設を運営し
ており、外部研修や入所利用者に対するリ
ハビリテーション支援を効果的に行ってい
る。
　入所利用者の増に向けた人員配置や支
援力向上に向けた人材育成等の更なる推
進が求められる。

個人情報の保
護

項　　　　目

そ
の
他

その他の取組



　　　【指定管理者が行う自己評価の基準（目安）】

　

　　　【県が行う評価の基準（目安）】

　

７．施設管理運営の課題等【指定管理者・施設所管課記入】

管理運営の課題等

指定管理者
【指定管理者記入】

・入所利用者の障害重度化が見られています。また、新たに入所する利
用者も、自閉症や行動障害等を持つ方の増加傾向が見られています。
現在知的障害者への支援経験が少ない職員の比率が高くなっているた
め、支援ニーズの多様化に対応するために、さらなる支援の質の向上が
必要です。

・入所利用者の高齢化により、身体機能が低下していくことが見込まれま
す。リハビリテーション専門職による、心身機能の評価に基づく支援を開
始しましたが、より一層多職種間で連携した支援体制の構築や支援プロ
グラムの充実が必要です。

・入所利用者の障害特性や身体機能の状態に合わせて居住棟を再編
成し、利用率向上に向けた計画的な入所に取り組んでいますが、集団生
活が困難な利用者が増加しているため、支援環境のさらなる調整が必
要です。

・入所利用者や新規利用者の障害重度化等により、利用者による設備
の破損が増加しています。今後も施設の維持管理費の増加が見込まれ
るため、計画的な施設整備が必要です。

・重度、最重度の障害を持つ利用者や、高齢の利用者が集団生活を送
る県立の障害者支援施設として、感染対策の継続と利用者や利用者家
族が安心できる施設運営を両輪で進めていくことが必要です。

・施設建替え後の全面供用が開始し、ハード面が整備されたことで、今
後はソフト面の更なる充実化が求められています。県立施設としてのセン
ター機能（セーフティネット機能、コーディネート機能、バックアップ機能）
を最大限に発揮できるよう施設を運営していくことが求められています。

・セーフティネット機能…他施設で受入困難な重度、最重度の障害を持
つ利用者の受入れと適切な支援の提供が求められています。機能を発
揮するため、各種専門職や関係機関と連携を図りながら環境調整を行う
とともに、多様な支援ニーズに対応できる人材の育成や、さらなる人材の
確保に引き続き努めていきます。

・コーディネート機能…民間施設等との連携や情報共有をするとともに、
優れた取組に関する情報収集や提供、民間施設の職員等を対象とした
研修を行い、県全体の支援技術を底上げする体制を構築する役割が求
められています。機能を発揮するため、民間施設や市町村、相談支援
事業所等と協議・検討するなど適宜連携を図るとともに、民間法人の職
員を受入れ、重度、最重度の障害を持つ支援が難しい利用者への支援
技術の習得を支援するよう努めていきます。

・バックアップ機能…民間施設等での支援が一時的に困難となった障害
者を受入れ、安定後の民間施設等への再入所にあたって、助言等を行
う体制の構築が求められています。機能を発揮するため、各種専門職や
関係機関と連携を図りながら環境調整を行うとともに、多様な支援ニー
ズに対応できる人材を育成していくことで、適切な助言等ができる体制構
築に努めていきます。

県
【施設所管課記入】

　　令和６年度から施設建替え後の全面供用が開始となり、ハード整備に
対応した人員配置や人材育成等ソフト面の更なる充実化が求められる。
　特に人員配置については、求人等の努力は見られるものの、年度協定
人員配置計画に基づいた配置が達成されていない状況である。入所利
用者の高齢化や障害の重度化に対応した支援、強度行動障害や医療的
ケアに関する支援技術の向上が求められることから、人材確保や人材育
成に向けた取り組みの強化が最優先で解決すべき課題となる。
　船形の郷が果たすべきセンター機能（セーフティネット、バックアップ、
コーディネート）を最大限に発揮できるよう、より効率的な施設運営につい
ての検討を進めることが必要となる。
　なお、就労継続支援B型事業については、民間社会資源の充実化等に
よる新規利用者の減少及び利用者の高齢化等に対応した障害福祉サー
ビスへの移行が進んだ結果、令和７年１月時点で利用者が０人となってお
り、今後の利用状況を踏まえ検討が必要となっている。

Ａ  年度事業計画書等の内容と同程度の実績であり、適正な管理運営を行った。

Ｂ

項　　　　目

 年度事業計画書等の内容を下回る実績であり、さらなる工夫・改善が必要である。

評　　価 評　　価　　の　　考　　え　　方

Ｓ  年度事業計画書等の内容を上回る実績であり、優れた管理運営を行った。

 年度事業計画書等に基づく管理運営が適切に行われたとは認められず、大いに改善努力が必要である。

Ｓ  年度事業計画書等の内容を上回る実績であり、優れた管理運営が行われた。

Ａ  年度事業計画書等の内容と同程度の実績であり、適正な管理運営が行われた。

Ｃ  年度事業計画書等に基づく管理運営が適切に行われなかった。大いに改善努力が必要である。

評　　価 評　　価　　の　　考　　え　　方

Ｂ  年度事業計画書等の内容を下回る実績であり、さらなる工夫・改善が必要である。

Ｃ


